
ソマリアなど 4 ヵ国で、テロリストの社会復帰を支援
組織診断で組織づくりを見直し、30 年後のゴールを明確化

NPO 法人 アクセプト・インターナショナル

ギャングやテロリストを脱過激化
社会復帰支援こそ問題解決のカギ

 「アクセプト・インターナショナル」代表
理事の永井陽右さんが最初にソマリアに
関心を持ったのは 2011 年のこと。「3 月
に東日本大震災が起き、被災地でがれ
き撤去のボランティアに参加しました。世
界中から日本に支援の手が差し伸べられ
る一方で、同じ時期に東アフリカのソマリ
アでは干ばつや大飢饉、内戦によるテロ
の影響で約 25 万人が命を落としていま
したが、危険な地域だからと、十分な援
助が届いていないことを知りました」
　その年の 9 月、「世界の大人が行動し
ないなら自分たち若者が問題を解決しよ
う」と、紛争から日本へ逃れてきたソマ
リア人の大学生二人と「日本ソマリア青
年機構」を設立。「隣国ケニアの難民キャ

ンプに逃れたソマリアの若者たちと、オ
ンライン通話で話し、現地の情報を集め
ることから始めました」
　そこから、「強盗や殺人、麻薬取引な
どに手を染めるテロ組織と密接につなが
るギャングの脱過激化や社会復帰支援こ
そが紛争解決のカギ」だと気づき、現地
に出向いて活動を始めた。「ギャングは当
時の僕と同世代の20 歳前後の若者たち。
少しでも話ができたメンバーを集めてワー
クショップを開き、不満を聞いて、それ
なら一緒に社会を変えようと呼びかける
ことで、距離を縮めていきました。16 年、
その活動が大きなギャング組織を解散さ
せることにもつながりました」
　17 年には団体名を「排除するのではな
く受け入れる」という想いを込めた「アク
セプト・インターナショナル」と改名し、
組織を NPO 法人化。現在はソマリア、

ケニア、インドネシア、イエメンで、テロ
リストやギャングなどの紛争当事者が脱
過激化・社会復帰を果たせるよう支援を
することで、自主的な投降を増やし、テ
ロ活動などへの新たな加入者を生み出さ
ない取り組みを行っている。
　永井さんは「国連人間居住計画 CVE

（暴力的過激主義対策）メンター」も務
め、国連とも連携しながら独自のプログ
ラムを現地で実践している。
 「たとえば、ソマリアの刑務所では週 3
回、テロリストの投降兵・逮捕者一人ひ
とりに合わせたプログラムを実施。最初
のケアカウンセリングでは 1 時間かけて、
その人の過去やテロ行為の背景にある問
題意識を丁寧に聞き取り、それを社会で
許容される別のかたちに再定義していき
ます」

組織診断で明らかになった課題
目標達成に向けたプロセスを共有

　具体的には、復帰後の社会でつまずい
た時の対応策を一緒に考えたり、溶接、
裁縫、コンピュータスキルなどの職業訓
練を行ったり、外部の社会人を招いての
対話セッションなどを行っている。「これ
まで、88 人の投降兵と 89人の逮捕者が
プログラムを修了。修了証と 3 万円の生
活準備金を渡しました」
　社会に出ていく際には、家族などに連
絡を取って身元引受人の調整をし、家業
手伝いやトゥクトゥク（三輪タクシー）のド
ライバーなどの現実的な仕事につなげる。
このほか、過激化を予防するユースセン
ターや、ソマリア政府と協働で投降兵や
逮捕者を受け入れるセンターも運営してい
る。
　一見、活動は順風満帆に見えるが、「年
間予算 5 万円の学生団体としてスタートし
てからここまで、組織づくりや経営に関し
ては自己流で来てしまった」と永井さんは
言う。「17 年からはファンドレイジングにも
取り組んできましたが、うまくいきません
でした」
　そこで「Panasonic NPO/NGO サポー
トファンド for SDGs」の「海外助成」に
応募し、20 年と 21 年、助成を受けるこ
とになった。
 「20 年は外部のコンサルタントに入っても
らい、組織診断を受けました。まず海外
や国内事務局、広報など部門の責任者が
集まって、組織のビジョン・ミッションに

ついて丁寧にディスカッ
ション。次に利害関係
者を整理して、これま
で各担当者の中にしか
なかった目標達成に向
けたプロセスを組織全
体で共有しました。そ
こから、30 年後に達成
したい目標を詰めてい
きました」
　その結果、「ファンドレイジング体制」
に加えて、「人員の増員計画や事業計画
の不明確さ、会議体の整備、ボランティ
アマネジメントの確立」にも課題があるこ
とが見えてきた。
 「財政面以外の課題や、自分たちの強み
やユニークな特徴をどう活かしていくかが
大切だということが明確になりました。30
年後のゴールに向けて、どんな人材を採
用し、どんな陣営で何に取り組むか、中
長期の戦略の中に落とし込めたことがよ
かったと思います」
 
投降後の若者の生き方を支える

「若者の権利条約」制定したい

　その戦略に基づき、ファンドレイジング
を包括的に担う「広報・ファンドレイジン
グ局長」として、20 年に採用された河野
智樹さんは助成の成果をこう話す。
 「企業で営業職を経験したあと、JICA の
職員をしていました。目標と計画が明確
化したことで、ファンドレイジングの改善
に向けた道筋が見えてきました。ビジョン・

ミッションを団体全
体で共有したことで、
自分が何のために参
画しているのか考え

るようになり、一人ひと
りのモチベーションが上
がったことを肌で感じて
います」
 「アクセプト・インターナ
ショナル」には、年会費
1万円を払った上で週 1、
2 回、活動に熱い思い
をもって参加する、約 50

人の “メンバー” と呼ばれるボランティア
がいる。「団体の強みでもある彼らの力を
最大限活かすために、年 1 回だったメン
バー総会を四半期に一度に増やしました。
21 年の継続助成では、外部から経験豊
富な方を招いて経営戦略のアイディアを出
し合う “バーチャルボードミーティング（仮
想理事会）” に取り組みます」
　現場でテロと紛争を解決する活動を続
けながら、国際社会に問題提起するとい
う新たな目標も生まれた。「過激化してし
まう若者は自らを語る言葉を持っていな
い。テロや紛争のない世界を本気で目指
すなら、私たちの活動だけでは限界があ
ります。だからこれまでの実績をもとに、
世に問いたい」と永井さんは言う。
 「1989 年に『子どもの権利条約』ができ
て、子どもの権利は以前より守られるよう
になってきました。一方で、テロ組織の
主軸となっている10 代後半から 20 代の
若者たちは国際社会から見捨てられ、長
期間刑務所に入れられたり、死刑になっ
たりしている。彼らが投降して別の生き方
を目指そうと思った時、その根拠となるよ
うな『若者の権利条約』を10 年以内につ
くろうと、動き始めたところです」

テロと紛争がない社会を目指し、ソマ
リアなど 4 ヵ国でテロリストやギャン
グの脱過激化や社会復帰を支援して
いる「アクセプト・インターナショナル」。
組織診断を受け、見えてきた課題とそ
こから生まれた長期戦略、国際社会
に向けた新たな取り組みについて聞い
た。

NPO 法人 アクセプト・インターナショナル
2011 年 9月に前身団体「日本ソマリア青年機構」
設立。17年 4月にNPO 法人設立。ソマリア、ケニ
ア、インドネシア、イエメンで、過激化しやすい地域・
人々を対象とした「過激化防止事業」と過激化した
人々を対象とする「脱過激化・社会復帰事業」を行
うことで、テロと紛争の解決を目指している。
https://accept-int.org/

（『ビッグイシュー日本版』409 号に掲載）

元ギャングやテロリストのメンバーに声をかけ、脱過激化や社会復帰支援

ソマリア刑務所の居房建設にも取り組む

ソマリアでのワークショップの様子

広
報
・
フ
ァ
ン
ド
レ
イ
ジ
ン
グ
局
長

河
野
智
樹
さ
ん

代
表
理
事 

永
井
陽
右
さ
ん

社会課題の解決に取り組む市民活動が持続
的に発展していくためには、NPO/NGO の組
織基盤強化が必要との考えのもと、2001年
に Panasonic NPO サポートファンドを創設。
NPO/NGO の事業活動への助成ではなく、
組織基盤強化への助成にしぼった珍しい助成
プログラムである。

「環境・こども・アフリカ」分野への助成プロ
グラムを2018 年度からはプログラム名を現プ
ログラム名称に、助成テーマも刷新し、パナ
ソニックグループ企業市民活動の重点テーマ
である「サステナブルな共生社会」の実現に
向けた「貧困の解消」に取り組む NPO/NGO
の組織基盤強化に助成している。	

https://holdings.panasonic/jp/npo_
summary.html

NPOを
強くする


